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　2001年にISO/IECガイド71「高齢者及び障害
のある人々のニーズに対応した規格作成配慮指
針」が発行されてから実に13年後、2014年12 
月１日に第２版ガイド71「規格でアクセシビリ
ティに対応するための手引」が発行された。ま
た、同時にこの改訂版と同じ内容のガイドが国
際電気通信連合（ITU）や欧州の規格作成団体
であるCEN/CENELECでも採択された。
　本稿では、ガイド71の改正の経緯と主な改正
点について解説する。
　ガイド改正案作成のためのISO/IEC合同専門
諮問委員会（JTAG、18カ国が参加）の第1回
会合は2011年９月にジュネーブで開催された。

　それ以来、2013年12月のワシントンでの会議
まで合計６回の会議と多数回のWeb会議を経
て2014年１月に委員会案がまとまった。その後
ISO/IECの管理委員会であるTMB/SMBでの
投 票、 更 にISO、IEC、ITU、CEN、CENE-
LECでの投票が行われ、少数の反対票もあった
が多数の賛成によって改正案は承認された。
　このガイド71の改正は、後述するように、結
果的には大幅なものとなった。これは旧ガイド
が発行されて以降、アクセシビリティに関し世
界的な進展があったためである。その代表的な
ものが2006年に国連が採択した障害者の権利に
関する条約である。この条約は、障害は、障害

者と社会との間の障壁によって生じていること
を認め、この障壁をなくすためにユニバーサル
デザインの製品、サービス、設備及び施設の利
用を促進し、これらの基準や指針を作成する場
合にはユニバーサルデザインを含めることが加
盟国の条約上の義務となった。また、欧州連合

（EU）は、2005年にCEN/CENELECに対し情
報通信（ICT）分野での製品やサービスの公共
調達におけるアクセシビリティの欧州共通基準
を定めることを命じた。
　これらに加え、ガイド案を作成する委員会の
メンバー構成が前回に比べて大きく変わった。
旧ガイド案の作成時には福祉用具や人間工学の
専門家が中心であったが、今回の改正ではIT 
分野の専門家が多数加わり、これらの分野で用
いられてきた考え方や手法が新ガイドに取り入
れられた。
　ガイド改正の主な点は、規格でアクセシビリ
ティに対応するために以下の２つのアプローチ
を採用したことである。
　一つ目は、アクセシビリティを実現するため
にはユーザーのアクセシビリティに関するニー
ズを見出すことが重要であり、そのための
チェック項目として11の目標を定めた（第６
章）。これらの目標は、ユニバーサルデザイン
やアクセシブルデザインなど国際的に認められ
た既存の原則や国際規格に基づき作成されたも

ISO/IECガイド71の改正について
跡見学園女子大学教授　宮
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（写真：第５回JTAG会議）

（写真：第１回JTAG会議）
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のである。
　二つ目は、旧ガイドでも採用された高齢者や
障害者の様々な心身の機能からのアプローチで
ある。旧ガイドでは、高齢者や障害者の様々な
心身の機能を横軸にとり、それらを解決するた
めに検討すべき要素を縦軸とし、高齢者や障害
者のニーズへの対応を検討すべき点に灰色の影
をつけたマトリックス（表）があった。しかし、
このマトリックスは、複雑で理解しにくく、そ
のために誤った利用方法に繋がる可能性がある
との議論となり、新ガイドではこのマトリック
スは削除し、高齢者や障害者の様々な心身の機
能とそれを解決するためのデザインでの考慮事
項を一つにまとめることとした（第７章）。
　新ガイドは、規格作成者に対しこの２つのア
プローチの両方を採用することによって規格で
定めるべき最適な要求事項を見出すことを推奨
するものである。
　新ガイド全体の構成は、下図の通りである。

　新ガイド案を検討する中で最も意見が対立し、
発行の直前まで揉めたのは、旧ガイドの中心概

念であった「アクセシブルデザイン」の定義を
残すかどうかということであった。国連の障害
者権利条約の中で定義が採用されたユニバーサ
ルデザインのみを定義に入れるべきとの意見や、
両方の定義を削除すべきとの意見が出された。
これに対し、旧ガイドに従って既に多くの国際
規格がアクセシブルデザインの概念を基に策
定・発行されていることからこの定義は残すべ
きであると日本等が強く主張し、最終的には定
義を残すことで決着し、発行に至った。
　最後に今後の課題について述べたい。旧ガイ
ドは、知名度が低かったために残念ながら日本
を除けば世界的には十分な利用がされなかった。
しかし、今回は、国連障害者権利条約の加盟国
が世界151か国に達することなど、アクセシビ
リティに対する関心は高まっている。しかし、
アクセシビリティは多面的で複雑であり、専門
外の人々にとって理解することは容易ではない。
このため、新ガイド71は、規格作成者のみなら
ず、様々な分野の人々がアクセシビリティを理
解するために最初に読むべきものとして、広く
世界中で利用されることを強く期待したい。
　筆者は旧ガイド案の作成に最初から最後まで
参加した経験があることから各国が受け入れや
すいのではないかということで今回のJTAGの
コンビナー（議長）として日本から推薦され、
指名された。当初は、既存のガイドの改正であ
るため短期間で終了すると予想したが、この予
測は全く外れた。各国からの異なった背景と専
門を持つメンバー間で激しい意見対立が何度も
あり、議論は難航した。それにもかかわらず、
JTAGとして改正案に合意できたのは、まさに
日本をはじめとする各国のJTAGメンバーが真
摯に討議に参加し、妥協点を探るために多大な
努力を費やした賜物である。JTAGに参加した
国内外の皆さま、またJTAGを支えたISO事務
局のウェイシンガー氏にこの場を借りて心から
感謝申し上げたい。
　なお、新ガイド71（英語版）は、ISOのサイ
ト（www.iso.org/guide71）から無料でダウン
ロードできる。

（図： 新ガイドの構成） 

各規格の要求事項と推奨事項
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デザインでの考慮事項
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第２章用語と定義

第３章アクセシビリティ

第４章規格作成過程におけるアクセシビリティの考慮の仕方

第５章ガイドを適用する方法
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　2014年10月15日にISO（国際標準化機構）か
ら国際規格ISO 17069“Considerations and as-
sistive products for accessible meeting”（アク
セシブル会議の留意事項及び福祉用具）が発行
された。この規格は2010年３月に発行された日
本工業規格JIS S 0042「アクセシブルミーティ
ング」を基に国際提案したもので、高齢者及び
障害のある人々が参加する会議を行う場合，会
議主催者が，安全かつ円滑に会議を運営するた
めの支援機器の利用方法などに関する配慮事項
について規定しており、①会議前の配慮点、②
会議中の配慮点、及び③会議後の配慮点に大別
し、それぞれについての配慮点を挙げている。
　この国際規格は2011年１月にISO／TC 173

（福祉用具専門委員会）／SC 7（アクセシブル
デザイン分科委員会）にNP提案（新業務項目
提案）を行い、2011年４月に承認され討議を開
始した。その後、2013年３月のCD投票（委員
会原案投票）、2013年11月のDIS投票（国際規
格案投票）、2014年６月のFDIS投票（最終国際
規格案投票）で承認され、発行に至ったのであ
る。
　規格案の検討に当たっては、参加していた各
国の専門家（エキスパート）の意見も取り入れ
JISから変更し、①本文では基本的配慮点を数
点ずつ挙げるにとどめ、詳細については附属書
Aを参照する、②インターネットを利用した会
議についての記述を追加する、などの変更を
行った。
　当機構では、この国際規格を推進するために、
発行前から「アクセシブルミーティング」（日
本語名：「みんなの会議」）のパンフレットを作
成し、国際会議等で配布すると共に、当機構の

ホームページにも掲載し、ダウンロードできる
ようにしている。日本語、英語以外にも中国語、
韓国語版も作成して掲載している。
　今後はこの規格を利用して、会議主催者が安
全かつ円滑に会議を運営するための配慮を行い、
高齢者及び障害のある人々が実際に行われる会
議に問題なく参加できるようになることを期待
する。
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国際規格「アクセシブルミーティング」発行
─2014年10月15日─

【英語版パンフレット】

【左：韓国語版、右：中国版】 
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■はじめに

　東京オリンピック・パラリンピック競技大会
組織委員会では、国際パラリンピック委員会

（IPC）より、東京2020オリンピック・パラリ
ンピック競技大会の開催に当たり、障がいの有
無に関わらず、すべての人々にとってアクセス
可能でインクルーシブな大会となるよう、関係
団体の参画を得て「アクセシビリティ・ガイド
ライン」を策定し、IPCに承認を得ることが求
められている。

■IPCアクセシビリティ・ガイドとは

　IPCが2013年６月に策定した、アクセシビリ
ティ・ガイドでは、基本コンセプトとして、ア
クセシビリティの３原則（公平･尊厳･機能性）
を説明し、第２章で技術仕様として、重要な施
設についてのアメニティ・サービスについて国
際的に認められている設計基準を詳細に記載し
ている。
　具体的には、アクセスと移動として、通路、
階段、傾斜路、出入口、エスカレーター･エレ
ベーター等の仕様。アメニティとして、会場の
座席、洗面所、シャワー、浴室、更衣室等の仕
様。ホテルおよびその他の宿泊施設に関しては、
ドア、ベッド、転回スペース、車いす対応、バ
スルーム等の仕様。刊行物およびコミュニケー
ションとして、印刷物、ウェブサイト、電話、
インターネットカフェ等の仕様。交通手段とし
て、道路輸送、鉄道輸送、航空輸送、海上輸送
の仕様が記載されている。
　第３章では、組織委員会スタッフと大会ボラ
ンティアを対象としたアクセシビリティトレー
ニングに関して記載されている。
　第４章では、大会の要件が記載され、第５章
では、アクセシブルかつインクルーシブな開催
都市と大会を目指してと題し、インクルーシブ
な大会を保証するために取り組むべき基本原則
と主要要素が下記のように説明されている。

・�輸送（アクセシブルな輸送手段の種類・運営
のあり方）

・�公共サービスおよび施設（公共施設における
通路、公園、小売店、標識、情報提供等のあ
り方）

・�観光（宿泊施設、観光情報の提供、ツアー・
観光スポット、アトラクション等のあり方）

・�文化・エンターテインメントおよびレジャー
（文化施設、レジャー施設、ショッピング施
設等）

・�スポーツ（障害者のスポーツ活動へのアクセ
ス促進の原則）

・教育（教育施設、カリキュラム、教材等）
・�雇用（アクセシブルな雇用、公平雇用の原

則）

■「アクセシビリティ・ガイドライン」策定へ

　東京オリパラ「アクセシビリティ委員会」で
は、2014年11月に東京版のアクセシビリティ・
ガイドラインを作成するために、関係省庁、行
政、自治体、関係機関で構成される協議会を発
足させ、更にその下に、①建築部会、②交通・
アクセス部会、③コミュニケーション・サービ
ス部会の３つの部会を発足させることになった。
②の部会で扱う内容に関しては既に日本では、
バリアフリー新法と共に、各種ガイドラインが
発行されている。しかし、３番目のコミュニ
ケーション・サービス部会では、まだ国内での
法律が制定されていない事項が多くある。
　しかし、日本では、高齢者・障害者配慮設計
指針（アクセシブルでザイン）関係の規格が、
ISO/IECガイド71（規格作成者のためのアクサ
セシビリティガイド）の下に、40近く揃ってい
る。
　共用品推進機構は、③番目の部会に参加させ
ていただく予定である。今まで実施してきた不
便さ・良かった事調査と共に、関連JISでも貢
献できればと考えている。

（星
ほし

川
かわ

安
やす

之
ゆき

）

東京オリパラ「アクセシビリティ委員会」発足
～「アクセシビリティ・ガイドライン」策定へ～
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　字幕付きCM普及推進協議会（字幕CM協議会）
は日本アドバタイザーズ協会（広告主）・日本広
告業協会（広告会社）・日本民間放送連盟（放送
局）の３団体で構成し、2014年10月28日に設立さ
れました。協議会設立の経緯や今後の取り組みを
紹介します。
■字幕付きCMとは
　具体的な内容に入る前に「字幕付きCM」につ
いて触れておきます。「字幕付きCM」とは、テレ
ビCMの音声・音響を聴覚障害者に説明するため
の“字幕データが付与されたCM”を指します。
テレビで「字幕付きCM」を視るためには、リモ
コンなどで字幕を表示する設定にしておく必要が
あります。
　番組の字幕付与については1997年以降、関係者
の努力により取り組みが進められています。一方、
CMにおいては“番組の字幕がCMにかかることが
あってはならない”という認識の下で放送局のシ
ステムが構築されていたこと、字幕付きCMを出
稿したいという具体的なニーズがなかったことな
どから、2009年頃までは具体的な検討は行われて
いませんでした。
■字幕CM協議会の設立
　その後、字幕付きCMへの社会的関心の高まり
などを踏まえ、各団体で検討を進めてきました。
そうした中、総務省の「スマートテレビ時代にお
ける字幕等の在り方に関する検討会」が設置され、
2014年７月に報告書が取りまとめられました。そ
の報告書では「速やかに関係３団体連携の場をつ
くり、検討会終了後も引き続き課題の検討等を行
うことが必要」と提言されました。このため、ア
ドバタイザーズ協会・業協・民放連で協議会の設
立に向けた話し合いを進めてきました。その結果、
協議会の第１回運営委員会を10月28日に開催し、
字幕CM協議会の設立に至りました。
　テレビCMは、▽CMを企画する段階、▽CMを
制作する段階、▽CMが放送局に搬入され、送出
される段階──といった過程を経て放送に至りま
す。このため、それぞれの関係者（広告主・広告

会社・放送局）が連携・協力することで、字幕付
きCMに関する理解が深められ、ひいては普及に
つながると考えられます。３団体が集まり、字幕
付きCMに関する情報交換を行うことは、大きな
意義があります。
■協議会の構成
　まず協議会を構成する３団体が運営委員を選出
しました。その上で第１回運営委員会を10月28日
に開催しました。運営委員会では、運営委員長を
選出するとともに、運営規則などを決定しました。
初年度（2014年10月〜2015年９月）の運営は民放
連が担当するため、私が運営委員長を務めること
になりました。
■協議会の目的・活動
　協議会の目的は「聴覚障害者の情報アクセシビ
リティ向上のため、関係３団体の連携により、字
幕付きCMの普及を図ること」としました。協議
会の意思決定は運営委員会で行います。運営委員
会には委員長を置き、３団体で１年ごとに持ち回
ることにしています。
　協議会の活動については大きく４つの項目を掲
げました。具体的には①字幕付きCMの取り組み
に関する３団体の情報・意見交換、②字幕付き
CMセミナーの開催、③障害者団体との意見交換
会の開催、④字幕付きCMに関する積極的な取り
組みを推奨することについての検討──です。
　このうち②の「字幕付きCMセミナー」につい
ては、すでに2014年12月９日に都内で第１回セミ
ナーを開催しました。各団体の活動状況報告や、
CMを視聴している方からの提言など、字幕付き
CMを取り巻く状況を共有できたと思います。今
後、「障害者団体との意見交換会」の開催などに
向けて検討を進めていきます。
　字幕付きCMの普及は、広告主・広告会社・放
送局の取り組みが有機的に結びつくことによって、
成果が挙がるものと考えています。それぞれのプ
レーヤーが、字幕付きCMに対して、いま以上に
取り組みやすくなるよう、環境の整備を進めてい
きたいと思います。

字幕CM協議会の発足および取り組みについて
字幕付きCM普及推進協議会運営委員長　塩

しお

野
の

弥
や

千
ち

夫
お

字幕付きCM普及推進協議会　運営委員会委員

委員長　　塩野弥千夫・日本民間放送連盟　CM運行検討小委員長（日本テレビ放送網　営業局長）
委　員　　河野　　宙・日本民間放送連盟　字幕付きCMWG主査（フジテレビジョン　営業局営業管理センター室長）
委　員　　木村　信哉・日本民間放送連盟　専務理事
委　員　　島田　誠一・日本広告業協会　専務理事
委　員　　土橋　代幸・日本アドバタイザーズ協会　電波委員長（トヨタマーケティングジャパン取締役）
委　員　　林　　朋夫・日本広告業協会　テレビ小委員会副委員長（電通ラジオテレビ局次長）
委　員　　藤川　達夫・日本アドバタイザーズ協会　専務理事



インクル  第94号

2015.1.257

１．実証実験の概要

　2014年11月４日から14日まで東京国際フォー
ラムで開催されたIEC（国際電気標準化会議）
東京大会に合わせて日本から提案、制定された
アクセシビリティ向上のための国際規格ISO/
IEC 12905（Enhanced Terminal Accessibility

（ETA）using cardholder preferenceinterface: 
情報端末の操作性を向上させるカード所持者優
先情報、以降「支援リクエスト」と言う）及び
ISO/IEC 7811 −9: Tactile IdentifierMark

（TIM）：触覚識別マークの実証実験を行った。
ETAの実証実験は、モニターに支援リクエス
ト情報（文字を大きく、コントラストを高く、
音声ガイド等）を記録したICカードを貸与し、
それをETA対応の機器の読取機で読取り、機
器の機能をもちいて可能な支援を行うものです。
今回体験できる機器としては、ATM、デジタ
ルサイネージ（電子広告）、電子化メニュー、
スマートフォン対応（カードの代わりにスマー
トフォンを用いる）を準備しました。電子化メ
ニューは東京国際フォーラム内のレストラン３
店舗にご協力を頂きました。下記が実証実験の
様子とこれに用いたカード（TIM付）です。

２．ETA対応ATMの実証実験

　モニターに試験紙幣による現金引出しを体験
して頂きました。支援リクエストとしては、表
示言語を日本語、英語、フランス語、ドイツ語

の４言語で、日本語と英語では音声ガイド、高
齢者対応の大きな表示、欧米式の10000円、
20000円、30000円の固定金額選択方式、ゆっく
り操作などの機能を備え、また、レシートの出
金金額は、大きな文字の印字として見やすくし
ています。

３．デジタルサイネージ

　リーダにカードをかざすと、一瞬でその支援
リクエスト情報に従った表示等に変化するもの
です。表示は、日本語、英語、フランス語、ド
イツ語、中国語、韓国語の６言語で、言語毎に
文字を大きく、白黒反転、音声ガイドの18種類
の支援が用意されました。

４．電子化メニュー

　デジタルサイネージと同様に６言語、３種の
支援リクエストで18種類の支援に対応していま
す。カードを電子化メニューのタブレットPC
の後ろ側の読取機にタッチすることで、支援リ
クエストに対応する表示等になります。

５．スマートフォン対応

　カードの代わりに、最新のアンドロイドのス
マートフォンをもちいた飲料水の自販機のシ
ミュレーションで、言語として日本語、英語、
中国語、韓国語の表示と発話が可能なものです。

６．モニターのアンケート結果

　モニター登録数は、25か国315名、アンケー
トは292名分で、次のような結果が得られまし
た。「ETA/TIMの社会ニーズ」には、100％近
くがYESと答え、「実証実験で行った以外の応
用のアイディア」では、交通機関等の券販売機、
公的機関の端末等がありましたが、薬の飲み忘
れ防止電子薬箱と言う面白いアイディアもあり
ました。

開発費補助０円でもできた～IEC東京大会併催日本の特別イベント～
ETA/TIM実証実験の概要報告

ICカードシステム利用促進協議会（JICSAP）技術顧問　寄
より

本
もと

義
よし

一
かず

（写真左：展示会場風景／写真右：TIM付カード） 
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　僕たちが「でく工房」の看板を郵便受けの上
に掲げたのは、1974年７月１日だった。当時は
重い障害を持つ子どもたちは布オムツでぐるぐ
る巻き、寝かせたままで食事させられていた。
しかも家族から離され病院や施設での生活で
あった。
　ところが1980年代の養護学校の拡充によって
在宅児童が増え、卒業後も通所できる場を求め
る運動が全国各地に起こり、地域に通所施設が
できていった。そのような運動ともゆるやかに
連動し、「寝た子を起こす椅子づくり」は全国
に広がった。
　身体障害者手帳を持つ人は、40年前も補装具
交付制度によって義肢・装具や車椅子など必要
な福祉用具が無償あるいは小額の負担で入手で
きていたが、1990年に制度の改正があって、

「座位保持装置」も加えられ「起こすための道
具づくり」が一定の報酬が得られる仕事となっ
た。このことで、この仕事に参入する人も増え
た（40年前は３人だったが、現在は約600名）。
今では超重度の方も呼吸器や吸引機を搭載した
座位保持機能を持った車椅子を活用して、家庭
や地域で暮らせるようになっている。
　40年前「寝たきりの方の介護」という発想し
かない（子どもからお年寄りまでの）現場には、
起こすための椅子やポータブルトイレのニーズ
はなかった。起こせる人から少しずつ起こして
いったら、最後は最重度と呼ばれている人まで
起こして欲しいというニーズが生まれ、起きる
ための椅子づくりが当たり前の仕事になった。
　当初この仕事は、担当者が決まれば最初の相
談から設計・製作を一人で受け持った。当時は
木製の椅子が主で、塗装も縫製も一貫し、納品
まで責任を持たされていたので、収入は少なく

てもやりがいのある仕事だった。
　21世紀になると国産のメーカーも質の高い量
産品（といっても小ロットであるが）を開発し、
海外製品も制度に組み込まれ、競合するように
なり、個別注文製作の座位保持装置も質の向上
が要求されるようになった。工房の仕事の仕方
も分業化が進み、外で応対するものと内で組み
立てや縫製などに専念するスタッフと別れてき
て、少しずつ変わっていった。今や昔ながらの
工房は継続が困難になっている。
　４年前に思いがけず戻ってきたこの工房も、
その変化にどのように対応すべきか21世紀の工
房のあるべき姿を模索している。現在進行形の
課題である。
　工房の個別注文製作の仕事によって、現場

（家庭や施設など）のニーズをダイレクトに受
け取ることができたことも事実である。個別の
仕事の中に共通性が意識され、それを商品化す
るという試み（例えば障がい児のためのカー
シートやクッションチェアなど）が、少しずつ
評価を受け、今では世界30か国以上に輸出され
るまでになった例もある。
　また、のちにユニバーサルデザインの先駆け
とも呼ばれ、美術の教科書にも掲載された「す
くい易い食器」や、立ち上がりしやすいアーム
レストが付いて、座面の高さも容易に変えられ
るダイニングチェアは、お年寄りに優しいとい
うことでケアチェアとも呼ばれた。子どものケ
アや療育の世界では「座位保持装置」は、もは
や常識だが、制度上お年寄は対象になっていな
いため、高齢者のケア現場では、残念ながら、
ほとんど知られていない。わが国の福祉政策の
課題である。

工房の40年と今後の課題
でく工房　光

みつ

野
の

有
ゆう

次
じ

（共用品推進機構理事）
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　日本点字図書館の盲人用具事業は、1964年に当
時の館長である本間一夫が海外の盲人用具150点
を収集したことに端を発しています。その後、こ
れら盲人用具の工夫から始まったバリアフリー商
品の考え方が他の障害分野にも広がり、より多く
の人々に使いやすく配慮された共用品・ユニバー
サルデザインへと発展しました。
　昨年、これまでの経緯と意義を伝えるために、
国内外の盲人用具の収集品から約150点を選び、
当館多目的室を会場に11月11日（火）～11月16日

（日）の６日間にわたり「本間一夫と盲人用具の
50年展」を当館にて開催しましたので、その概要
をご説明します。
　収集した用具は４つのコーナーに分けて展示し
ました。最初は「昭和30年代の盲人用具コー
ナー」です。本間一夫の渡米前にすでに国内に
あった点字機、タイプライター類が24点並べられ
ています。戦後10年を経た復興まもない時期に、
これだけ多くの点字器類を開発していたことに驚
かされます。点字の普及に多くの人達が尽力され
ていたことが伝わってきます。
　｢海外の盲人用具コーナー」では、点字器、筆
記具、計測器、時計、生活用具、おもちゃなど多
彩な用具を71点並べました。特に生活用具、おも
ちゃ類は、福祉用具ではなく一般の便利グッズが
多数あります。欧米の生活用具に対する合理主義
の考え方が、様々な便利なアイデアを生み、それ
らが共用品として視覚障害者にも利用されていた
ことがわかります。「持ち手を握るとヘラの部分
が90度回転するフライ返し」、「円形の本体にブラ
シ部分が沈み込む犬用ブラシ」など、その発想に

驚かせるものが多数ありました。
　｢国内の盲人用具コーナー」では、まず計量器
関係が並んでいます。これは、海外の用具を参考
に当時の盲人計量器協会が開発したものです。既
存のタイマー、温度計、湿度計、計量秤などに合
わせて凸点の付いた金属製の目盛版を製作し、そ
れをメーカーに提供し組み立ててもらいました。
その他、国内で製作された触読式腕時計、音声電
卓、キッチンタイマー、音声体重計など53点を展
示しました。
　｢共用品のヒントになった盲人用具」のコー
ナーでは、再生、早送り、巻き戻しなどのスイッ
チに触って分かる触覚記号がついた盲人用のテー
プレコーダ、コマの黒い面と白い面が触感の違い
でわかる盲人用オセロ、点字付きのトランプ、色
の違いを凸記号で表したシールを各面に貼った
ルービックキューブなど、触覚記号や点字などを
付与した用具類を並べ、それぞれの配慮ポイント
をパネルで説明しました。そして次に「共用品の
おもな配慮点」を紹介し、その実施例として、牛
乳パック、ラップ、缶ビールなど一般に販売され
ている共用品を展示しました。
　本間一夫は世界盲人福祉会議に出席するために
渡航しましたが、当初の目的ではない用具類の購
入を、自らの旅費を節約して行いました。本間は、
海外の盲人施設にある用具販売所で様々な用具に
接し、欧米の道具に対する考え方の違いに強い衝
撃を受けたものと想像します。一般に販売されて
いる商品で、これだけ障害者に使用できるものが
あるという社会に驚き、障害者の日常生活を変え
る大きな可能性を感じたのではないでしょうか。
50年前に本間はこれらの用具に触れ、日本に福祉
用具という枠を超えた共用品、ユニバーサルデザ
インを生み出す社会を夢見ていたかもしれません。

「本間一夫と盲人用具の50年展」を開催して
社会福祉法人日本点字図書館　杉

すぎ

山
やま

雅
まさ

章
あき

（写真：展示風景）
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　農業は、今まで農家の長男が関わるというご
く限られた人で行われてきた産業です。
　結果、日本の農場人口は減少し自給率の低下、
遊休農地の拡大など大きな問題となっています。
　誰もが参画できる産業であったなら、多様な
視点で農業が分析され知恵や技術、労働力が集
まり時代の変化に対応できていたと思うのです。
　遅くはありません、参入条件が暖和され現在
農業が注目されています。
　このチャンスを活かすためには、共用という
視点で農業をデザインしなおす必要があります。
　｢誰もがわかりやすく、使いやすいそして便
利である」農業に言い換えれば「誰でもわかり
やすく、作業しやすいそして儲かる産業」と、
なったら農業に挑戦する人達が増えることで
しょう。
　20年前、私は障がいのある人と出逢いました。
障がい者は農業はできないと思って採用をお断
りしていたのですが、受入れてみたところ驚き
ました。貴重な戦力になると思ったと同時に、
一人ひとりに合わせて作業や行程を作り変える
ことで工夫がうまれ効率化が進み農産物の品質
がアップそして、お客様に喜ばれるようになっ
たのです。結果、農業経営が向上するという３

方も４方も良くなることが分かってきました。
　今日は、その中の一つ「虫トレーラー」を紹
介します。
　特別支援学校を卒業し農園で働くこととなっ
たのですが、あてにしていた仕事が思うように
できなかったため、ほうきとちりとりを手渡し
ハウス内の掃除をお願いしました。
　スピードは決して速くはありませんでしたが
とても丁寧に掃除をし、草があれば取り除いて
くれました。ある日、農場職員からハウスの様
子が変わってきたと報告が入りました。掃除の
お蔭でハウス内に草が無くなり、害虫が少なく
なって農薬散布の回数が減ったというのです。
農業で一番つらい仕事、農薬散布が丁寧な掃除
によって軽減されました。
　ほうき一本で農薬の回数が減るのであれば、
掃除機で虫を直接捕まえればもっと農薬を減ら
せるかもしれないと意見が出され、「虫トレー
ラー」を開発しました。
　この虫取り掃除機は、作業スピードがゆっく
りであればあるほど虫が捕れます。つまり、動
作がゆっくりの障がい者にお願いしたい仕事と
なるわけです。安全安心の農産物を食べていた
だくお客様、大変な農薬散布作業から解放され
た私達。ゆっくり作業すると褒められる障がい
者。みんなの笑顔が創造されたのです。
　作業に人を当てはめるのではなく、人に合わ
せて作業をデザインするということは、決して
非効率ではないことが一つ証明されました。
現在、農園では、83歳から18歳の老若男女70名、
その内22名の障がい者と共に皆が元気に働く農
園となりました。
　高齢者、障がい者が戦力となって農園を支え
てくれています。
　共に用いるという視点をより追求し、日本農
業の活性化にチャレンジしたいと思っています。

共用品の視点で農業をデザインする

　　京丸園株式会社　代表取締役　鈴
すず

木
き

厚
あつ

志
し

第71回

（写真：虫トレーラー）
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　格差の問題が国際的に大きいテーマになりつつ
ある。「民主主義の基盤である平等を崩す働きが、
資本主義自身の中に含まれている」との指摘（ト
マ・ピケティ著「21世紀の資本」（邦訳2014年12
月発行））が注目されている。同書に沿って「格
差」を考える。
１．従来の通説
　市場②④～⑥⑫⑱⑲㉚㉜〜㉞㊱㊲㊴㊶㊸㊹㊼～㊿������（小さ
い添え字①～�は、同様の用語が本講の第１～84講
に既出であることを示す）を適切に機能させれば、
経済が発展するとともに皆が幸せになる。資本主
義が発達・普及する初期には一部の資本家だけが
工業化の利益を受けるが、経済が成長するととも
に果実が増えてそれが行きわたる。その結果、富
と所得の格差は縮小する方向に働くとされてきた。
２．本書の指摘
　資本の利益率が経済成長率を上回る時には格差
は拡大する。これは国を問わず当てはまる。つま
り成熟して成長率の鈍った国では、労働㉕㉖㉟㊲㊴㊵

�����～�でしか収入を得られない人（資産を沢
山持ってそれ自身に稼がせる術をもたない人）は、
インフレに追いつくかそれ以下の収入しか上げら
れない。
　このことは、成果に応じて報われるという民主
主義の基盤を崩す方向に働く、それが、資本主義
とその元で動く資本の論理の中に含まれている。
平等を維持する策とされてきた教育㉙㊴㊵���も高
価になり格差を再生産する側になっている。結果
的に、よほどの手を打たないと「自動的」に格差
は拡大することになる。現に、格差は拡大しつつ
ある。
３．国際的な共通重点課題に
　本書の発行と前後して、国の首脳級の格差是正
への発言が増えている（例：米オバマ大統領、米
連邦準備制度理事会イエレン議長）。その背景に
は、①格差問題は経済にとどまらず社会構造①⑮⑱

㉗㉘㉛㉜��～��～���や民主主義のあり方を変える恐
れがある、②国の競争力や景気に関わらず各国共
通に生じている、などの事情があると考えられる。
勿論、国ごとに様相は異なる（日欧は米国ほどは

富裕層への偏りは極端ではない）が、政策を講じ
ても改善を実感できない原因である可能性がある
という点で共通する（例：日本ではアベノミクス
の失敗と指摘する声があるが、政策の巧拙とは次
元の異なる課題があると考えられる）。
　国際共通の政治テーマとして、格差問題はかつ
ての安全保障（冷戦時代）、地球環境問題�～���

～�����（冷戦後）などに匹敵する位置づけにな
りつつあると考えられる。
４．対応策
　格差をならす政策①②④⑦⑧⑫⑱㉖〜㉘㉚㉜㊴㊵�����～�

としては累進的課税（所得の大きい人ほど高税
率）によって低い層へ所得を移転するのが一般的
である。しかし現実は税率が累進的になっていな
い（富裕層に甘い）国があったり、富裕層がタッ
クス・ヘイブン（税率が極端に低いかゼロの国、
例えばケイマン諸島）に所得を移すなどによって
偏りの修正が十分にできていないなどの問題があ
る。グローバルな資金の移動によって一国の政策
では対応できない状況も増えている（「国の影響
力が相対的に縮小している」との表現もある）。
　そこで本書は、国際連携して累進課税をかける
ことを提言している。各国で政策や制度が異なる
なかでは容易でないものの、今後本格的に取り組
むべきとの問題提起である。
５．共用品との関わり
　「格差」は米欧では「不平等」と表現し、直接
に社会的正義を脅かすものとみている。本格的な
議論は始まったばかりで、解決策の模索は何十年
単位の長丁場になろう（地球環境問題も、以前か
ら言われていた課題が関心を集めるようになり、
大きい節目（リオサミット（1992年）を経て国際
政治の重要案件になった）。先を展望すると、政
府や政策だけでは解けず、企業や個人の力が大き
い役割を持つ。政策を支えるのも世論を通じた個
人の意識である。個人や企業の現場レベルでの気
づきを起点に社会的課題を担う動きを作った共用
品③⑥⑩⑬⑭⑯〜㊲㊵㊷㊹～�の取組みは、ここでもヒント
を提供できると考えられる。

「社会の要請と共用品（その３：「格差」を考える）」
後
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芳
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（日本福祉大学客員教授、東京大学大学院教授）
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■元旦の空に
　個人商店、コンビニエンスストア、スーパーマーケッ
ト、大型専門店、百貨店、100円ショップ、店の大小や
業態に関わらず、全ての店では障害の有無、年齢の高低
にかかわらず、誰もが使いやすい商品ばかりが、特別
コーナーではなく普通に並んでいる。
　普通に並んでいるそれらの商品の表示部には、「見る」
表示だけでなく、「聞く」、「触る」など複数の表示が付
いている。そうでない商品は、必要な表示を購入する人
の身体、感覚特性に合わせ、ズボンの裾長さ調整のよう
に、短時間でその店で調整できる仕組みになっている。
操作部、取扱説明書も同様な仕組み。
　元日の朝、晴れた空を見ながらそんな「夢」を考えて
いた。
■初夢の実現
　共用品推進機構は、どういう社会を目指しているのか
と聞かれると、あらゆる製品が「共用品」になり、「共
用品」という言葉が必要なくなっている社会と答えてき
た。
　しかし、理想を語るだけではいつまでたっても実現に
至らないため、誰がどのような不便さを抱えていて、ど
のようにすればその不便さは解消でき、その解消方法を
どうすれば広く伝えられるかの作業を繰り返し行ってきた。
　具体的には、障害のある人たちへの「日常生活におけ
る不便さ調査」、そして障害の違いによる異なるニーズ
の調整と共に、解決案の検討を多くの関係者に指導を受
けながら行ってきている。
　続けていることで、共感してくださる方々も年々増え、
一個人の不便さが一企業に伝わり、そして一企業から一
業界へ、更には一業界から多くの業界へ、更には国の機

関に伝わり、国は他国との連携を可能にしてくれた。
　1995年から始めた共用品の市場規模も、当初5000億円
程度が、現在は３兆円近くになっている。共用品関連の
日本工業規格（JIS）は、現在37種類になり共用品の普
及を支えてくれている。
■今後は「初めから」
　しかし、これまで行ってきた事業を継続していくだけ
では、到底、冒頭の“初夢”を実現することはできない
と思っている。
　今の共用品の普及活動の原点は「不便さ調査」であり、
その結果を基に不便さをなくすということは、その製品
を修正するという作業であり、製品やサービスを供給す
る機関にとっては、時間をかけて企画し作ったものをも
う一度分解し、組み立てなおすという時間とコストがか
かるため、積極的に行うことは難しいのが現実である。
　では、どうすれば良いか？　その答えの一つとして、

「最初から共用品」を開発することである。そのために
は、先端技術を考える多くの研究者も、研究している技
術が、障害のある人、高齢者に使えるようにするには？
を、常に頭の引出に入れて研究してもらうことが重要と
考える。
　それには、研究者が情報を共有できる「共用品総合研
究所」が必要に思える。はたして、多くの人にご賛同い
ただけるだろうか？
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共用品通信
【イベント】
　［11月］
　　文京ボランティア市民活動まつり（森川、15日）
　　南多摩福祉機器展（田窪、15・16日）
　［12月］
　　千代田区障害者週間（３～10日）
【会議】
　［11月］
　　第２回TC173/SC7/WG3/WG4（コミュニケーションボード）
　　国際会議（４・５日）
　　第２回操作性検討WG委員会（27日）
　　第２回AD適合性評価制度検討委員会（28日）
　［12月］
　　第３回操作性検討WG委員会（12日）

【外部主催会議】
　［11月］
　　第２回医工連携事業委員会（17日）
　［12月］
　　第３回医工連携事業委員会（16日）
【講義・講演】
　［11月］
　　日本大学芸術学部講義（三好、11日）
　　東京都立竹台高校バリアフリー講演（森川、19日）
　　大田区教育委員会で講義（星川、25日）
　［12月］
　　JICAアジア３か国への共用品講座（金丸・星川４日）
　　共用品ネット講演（星川、13日）

■ “初夢”は、「共用品総合研究所」設立
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